
別紙（13－3）

番号

＜0＞ ＜0＞

90,435103,002

15,452,080

15,282,825

78,820

11,709,706

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

地籍の整備等の国土調査を推進する

15,943,274

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

【政策ごとの予算額等】

9-37評価方式

20年度 22年度 23年度要求額

13,340,57516,759,218

歳出予算現額（千円）
＜0＞

16,813,556

16,555,858

＜0＞

前年度繰越額（千円）
724,336

21年度

16,089,220 15,297,384

流用等増△減額（千円）
0

154,696

0

0

予備費使用額（千円）

評価結果の予算要求等
への反映状況

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

平成22年度を初年度とする第６次国土調査事業十箇年計画（平成２２年５月２５日閣議決定）において設定された目標値（地籍調
査を実施した面積（地籍調査に準ずる指定を受けた面積を含む））
（参考）平成21年度までの目標値：第５次国土調査事業十箇年計画（平成１２年５月２３日閣議決定）において設定された目標値
（地籍調査を実施した面積（地籍調査に準ずる指定を受けた面積を含む））

0

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

154,696

　第６次国土調査事業十箇年計画に基づき優先的に地籍を明確にすべき地域を絞り込み計画的な地籍整備を実施する。特に地籍調
査の進捗が遅れている都市部及び山村部において重点的に地籍整備を推進するとともに、地籍調査以外の民間測量成果等を有効に
活用した地籍整備の推進を図る。

　都市部の地籍調査の重点的実施のほか、官有地と民有地の境界を先行的に調査する都市部官民境界基本調査の実施や都市部に多
く存在する民間測量成果等の活用等により、都市部の地籍整備を推進する。山村部において、林野庁と連携し、森林施業に資する
地域において地籍調査や山村境界基本調査を重点的に実施する。また、公共事業等の測量成果等について追加作業や補正を行い、
登記所備付図面をより精度の高い図面に差し替えるための手法の検討を行う。



別紙（13-3）

番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 国土交通本省

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1

Ｃ 2

Ｃ 3

Ｃ 4

Ｄ 1

Ｄ 2

Ｄ 3

Ｄ 4

政策名

合計

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

国土調査に必要な経費

項

国土調査費

政策評価結果等
による見直し額

地籍の整備等の国土調査を推進する 9-37

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

事項

小計

22年度
当初予算額

13,340,575

13,340,575

23年度
要求額

11,709,706

13,340,575 11,709,706

11,709,706
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 9-37

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による
見直し額
（C)

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 地籍の整備等の国土調査を推進する

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号

合計
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単位 基準値 目標値
（年度） 22年度 23年度 24年度 （年度）

単位 基準値 目標値
（年度） 19年度 20年度 21年度 （年度）

　地籍調査の実施地域が、より時間と手間の要する都市部に移行しつつあること、また、調査実施主体で
ある市町村等において、必要な予算や体制の確保が難しくなってきていること等のため。

○過去の実績において目標が達成できていない理由

（測定結果）

達成目標 実　績　値 達成目標・指標の
設定根拠・考え方

地籍の整
備等の国
土調査を
推進する

地籍が明
確化され
た土地の

面積

ｋ㎡ 133千ｋ㎡
（H16）

137千ｋ
㎡

138千ｋ
㎡

140千ｋ
㎡

158ｋ㎡
（H21）

第5次国土調査事業十箇
年計画（平成12年5月23
日閣議決定）において
設定された目標値

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日

平成21年6月23日

第３章 安心社会の実現
　３．防衛・防災・治安等
　　②防災　「・地籍整備を推進する。」

経済財政改革の基本方針2009

社会資本整備重点計画

記載事項（抜粋）

事業のスピードアップによる事業便益の早期発現のため、事業の進捗管理の徹底
や、用地取得の円滑化に資する地籍調査の実施など、総合的な取組を引き続き推進
する。（第３章（２））

施政方針演説等

平成21年3月31日

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

　土地取引、民間都市開発事業、公共事業等を行うに当たって、土地の境界が不明確であることによって、地権者との権利調整や事業
の立ち上げに多大な時間やコストを要することになるなど、土地の流動化・有効利用や公共事業等の用地取得の円滑化に支障を来して
いるケースが多い。このため、地籍調査を推進し、基礎的な土地情報を整備する必要がある。

（総合的評価）
　地籍の整備等の国土調査を推進し、土地に関する最も基礎的な情報を整備するため、地籍調査事業を実施しているが、その進捗率
は依然として低く、特に都市部及び山村部において遅れていることを踏まえ、その状況を改善する促進策の検討を行う必要がある。

【評価結果の概要】

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

（必要性）
　地籍の整備等の国土調査は、土地に関する最も基礎的な情報を整備するものであり、その成果は、土地活用の推進、土地取引の
円滑化、個人資産の保全、災害復旧の迅速化等に効果を発揮することから、当該施策を積極的に推進していくことが求められている。

(反映の方向性）
・都市部官民境界基本調査、山村境界基本調査の着実な実施
・公共事業との連携の緊密化による地籍調査の推進
・国土調査法第１９条第５項の指定制度の活用

（効率性）
　地籍調査の実施段階では、民間需要創出効果が得られ、調査後の成果は、固定資産税業務、登記行政、土地取引、公共事業等、
土地に関する様々な場面で活用されることから、コスト以上の効果が見込まれる。

指標名

（有効性）
　平成２１年度までの実績値は１４０千Ｋ㎡であり、目標値１５８千ｋ㎡を下回っている。しかし特に進捗が遅れている都市部において
は、法務省等と連携し地籍整備を推進するほか、都市再生街区基本調査（土地活用促進調査）を着実に実施するなどの取組を行って
おり、また林野庁と連携して山村部における地籍調査を推進する取組について推進を図り、一定の効果を得ていることから、一定の有
効性があったものと考える。

達成目標 指標名 実　績　値

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２２年８月
担当部局名：土地・水資源局
担当者（連絡先）：国土調査課　吉村（03-5253-8383（直通））

9-37番号政策名 地籍の整備等の国土調査を推進する

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

地籍の整
備等の国
土調査を
推進する

地籍が明
確化され
た土地の

面積

ｋ㎡ 140千ｋ㎡
（H21）

161ｋ㎡
（H31）

第6次国土調査事業十箇
年計画（平成22年5月25
日閣議決定）において
設定された目標値


